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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ＰＦＢＣ灰１００質量部に対して、高炉セメントＢ種９５～１０５質量部、フライアッ
シュ３６～５３質量部、細骨材３９６～５４０質量部を混合した耐酸性補修材。
【請求項２】
　請求項１に記載された耐酸性補修材１００質量部に、混和剤を適量加えた水１０～１２
質量部で混練し、補修箇所に施工することを特徴とする耐酸性補修材を用いた補修方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コンクリート構造物の表面の補修に適した、耐酸性補修材およびそれを用い
た補修方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　下水道や温泉地帯等の設備においては、コンクリートの表面が酸等で腐食されやすい環
境にあるので、耐酸性を回復させるために表面の補修が行われる。
　このような補修材としては、通常の、セメントを主体とする補修材では耐酸性が不足す
るために、耐酸性を付与した成分とすることが要求される。
【０００３】
　特許文献１には、セメント、該セメント１００質量部当たり、４０～３００質量部の骨
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材及び２０～７０質量部の０～－４５℃の範囲内のガラス転移点を有する合成樹脂を含有
し、ＪＡＳＳ１５Ｍ－１０３に規定されるフロー値が１０～３０ｃｍの範囲内に調整され
た第一のポリマーモルタル組成物を鉄筋コンクリート構造体のコンクリート表面に適用し
て、厚さ２～５ｍｍの第一層を形成させ、固化した該第一層の上に、セメント、該セメン
ト１００質量部当たり、１００～４００質量部の骨材及び２～３０質量部の１０～－１５
℃の範囲内のガラス転移点を有する合成樹脂を含有して成る第二のモルタル組成物を、厚
さ５～５０ｍｍの第二層として積層形成させることを特徴とするかぶり厚不足の鉄筋コン
クリート構造体の補修方法が開示されている。
【０００４】
　また、特許文献２には、アルミナセメント、ポルトランドセメント及び石膏からなる水
硬性成分と、水酸化カルシウム微粉末と、フライアッシュ微粉末とを含む水硬性組成物が
開示されている。
【０００５】
　特許文献３には、高炉スラグ細骨材（Ａ）、並びに高炉スラグ微粉末（Ｂ）及びポルト
ランドセメント（Ｃ）を含む結合材（Ｄ）を含有するモルタル又はコンクリート用組成物
であって、高炉スラグ細骨材（Ａ）は非晶質であり、高炉スラグ微粉末（Ｂ）の比表面積
がブレーン値で２５００～７０００ｃｍ2／ｇであり、かつ、結合材（Ｄ）に対するポル
トランドセメント（Ｃ）の質量比（Ｃ／Ｄ）が０．３～０．９であることを特徴とするモ
ルタル又はコンクリート用組成物が開示されている。
【０００６】
　一方、特許文献４には、高炉スラグ微粉末等の結合材、砂等の細骨材、および水を含む
モルタル組成物において、結合材として、セメント全量をＰＦＢＣ灰に変えるモルタル組
成物が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００６－１２４２３２号公報
【特許文献２】特開２００９－２２１０３８号公報
【特許文献３】特開２０１０－１２０８号公報
【特許文献４】特開２００７－１９７２６３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　前掲の特許文献１に開示された鉄筋コンクリート構造体の補修方法では、コンクリート
の中性化を抑制し、強度を向上させるためにポリマー系の有機系材料を使用しているが、
有機系材料を用いると環境負荷の懸念が大きくなり、また、コストも高くなる。
　特許文献２に開示された水硬性組成物は、汎用性のある一般に流通した市販の材料では
なく、アルミナセメントという特殊なセメントを使用するので、一般の補修材料としては
品質管理が難しく、またコストも高くなる。
　特許文献３に開示されたモルタル又はコンクリート用組成物は、結合材として砂の代わ
りに特殊材料である高炉スラグ細骨材を使用しており、一般の補修材料としては汎用性に
乏しく、また貯蔵管理が難しいためコストも高くなる。
　特許文献４に開示されたモルタル組成物では、セメント全量をＰＦＢＣ灰に置き換えて
いるが、ＰＦＢＣ灰のみでは、酸による侵食には強いが、強度面で下水道基準を満足しな
いという問題がある。
　また、これらの特許文献１～４に共通することであるが、これらの組成物は、コンクリ
ート補修面に耐酸性は付与できるものの、左官工事による手塗りで補修面を施工する際に
、補修材の流動性が低いため、例えば２０ｍｍ厚の補修層を設けたい場合、一度では塗布
できず、二度塗りする必要があった。すなわち、一層目がある程度乾燥してから二層目を
塗布する必要があるために、手間と時間がかかるという施工性の問題がある。
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【０００９】
　本発明は、ポリマー系の有機系材料やアルミナセメント等の特殊な材料を使用せず、環
境負荷の低減効果が高く、汎用性の高い一般に流通している材料と、産業副産物であるＰ
ＦＢＣ灰との組み合わせにより、耐酸性、施工性に優れ、かつ低コストの補修材およびそ
れを用いた補修方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本願発明者らは、補修材の材料および組み合わせについて、種々検討を行った結果、Ｐ
ＦＢＣ灰と高炉セメントＢ種とフライアッシュを適量混合したものが、耐酸性のみならず
、施工性にも優れた材料となることを見出した。
【００１１】
　本発明の耐酸性補修材は、ＰＦＢＣ灰１００質量部に対して、高炉セメントＢ種９５～
１０５質量部、フライアッシュ３６～５３質量部、細骨材３９６～５４０質量部を混合し
たことを特徴とする。
　また、本発明の補修方法は、前記の耐酸性補修材１００質量部に、混和剤を適量加えた
水１０～１２質量部で混練し、補修箇所に施工することを特徴とする。
【００１２】
　加圧流動床複合発電方式（ＰＦＢＣ：Pressurized Fluidized Bed Combustion）の火力
発電所の副産物であるＰＦＢＣ灰は、自硬性を有し、通常のモルタルに比べて優れた耐酸
性を期待でき、ＣＯ2発生の面でも環境に優しい材料であるが、ＰＦＢＣ灰単体では流動
性が低く、施工性が悪い。そこで、これも産業副産物であるフライアッシュを一定量混和
し、ＪＩＳ　Ｒ　５２１１に規定する高炉セメントＢ種（スラグの分量が３０％を超え、
６０％以下）と組み合わせて補修材として使用することで、流動性を改善し、施工性のよ
い耐酸性補修材とすることができる。
【００１３】
　混和剤は、単位水量の低減、流動性改善を目的とするものであり、ＡＥ減水剤、特に、
高性能ＡＥ減水剤が好適に使用できる。
【００１４】
　高炉セメントＢ種の割合が上記範囲よりも低ければ強度が低下し、高ければ耐酸性が低
下するため、上記範囲が適当である。また、フライアッシュが上記範囲よりも低ければ流
動性が低下して所定の厚みが得られず、高ければ粘度が高くなって施工性が悪くなるため
、上記範囲が適当である。
【００１５】
　なお、耐酸性補修材としては、細骨材、具体的には砂（川砂、海砂、珪砂等）を予め混
入したものを提供することもできる。この場合、使用時には、適量の減水剤と水を加えて
混練することで使用できる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、ポリマー系の有機系材料やアルミナセメント等の特殊な材料を使用せ
ず、環境負荷の低減効果が高く、汎用性の高い一般に流通している材料と産業副産物であ
るＰＦＢＣ灰との組み合わせにより、耐酸性、施工性に優れ、かつ低コストの補修材およ
びそれを用いた補修方法が得られる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】（ａ）はＰＦＢＣ灰の顕微鏡写真、（ｂ）は対照のフライアッシュの顕微鏡写真
である。
【図２】実施例及び比較例におけるセメントの種類・ＰＦＢＣ灰混合率と圧縮強度試験結
果を示すグラフである。
【図３】実施例及び比較例におけるセメントの種類・ＰＦＢＣ灰混合率と曲げ強度試験結
果を示すグラフである。



(4) JP 5408630 B2 2014.2.5

10

20

30

40

【図４】実施例及び比較例における水結合材比（Ｗ／Ｂ）と圧縮強度を示すグラフである
。
【図５】実施例及び比較例における水結合材比（Ｗ／Ｂ）と曲げ強度を示すグラフである
。
【図６】実施例及び比較例における細骨材セメント比（Ｓ／Ｃ）と圧縮強度を示すグラフ
である。
【図７】実施例及び比較例における細骨材セメント比（Ｓ／Ｃ）と曲げ強度を示すグラフ
である。
【図８】実施例及び比較例におけるセメントの種類・ＰＦＢＣ灰混合率と耐酸性試験のう
ち質量変化率結果を示すグラフである。
【図９】実施例及び比較例における耐酸性試験のうち質量変化率結果（Ｓ／Ｃ、Ｗ／Ｂの
条件を変えた）を示すグラフである。
【図１０】実施例及び比較例におけるセメントの種類・ＰＦＢＣ灰混合率と耐酸性試験の
うち硫酸浸透深さ試験結果を示すグラフである。
【図１１】実施例及び比較例における耐酸性試験のうち硫酸浸透深さ試験結果（Ｓ／Ｃ、
Ｗ／Ｂの条件を変えた）を示すグラフである。
【図１２】本発明に係るＢＣ－Ｐ５０のＥＰＭＡ分析結果を示す断面写真である。
【図１３】実施例及び比較例におけるセメントの種類・ＰＦＢＣ灰混合率と細孔径分布試
験結果を示すグラフである。
【図１４】実施例及び比較例におけるセメントの種類・ＰＦＢＣ灰混合率と総細孔量と硫
酸侵食速度係数の関係を示すグラフである。
【図１５】実施例及び比較例におけるセメントの種類・ＰＦＢＣ灰混合率と総細孔量と硫
酸浸透速度係数の関係を示すグラフである。
【図１６】実施例及び比較例における２年塩害環境下での浸漬暴露におけるＣｌイオンの
浸透深さに関するＥＰＭＡ分析結果の写真である。
【図１７】実施例及び比較例における実効拡散係数による耐遮塩性効果を示すグラフであ
る。
【図１８】実施例及び比較例におけるＣＯ2排出量を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の実施の形態を説明する。
　まず、本発明で耐酸性材料として使用するＰＦＢＣ灰について説明する。
【００１９】
　ＰＦＢＣ灰は、環境負荷低減やエネルギー問題を考慮した加圧流動床複合発電方式（Ｐ
ＦＢＣ：Pressurized Fluidized Bed Combustion）の発電プラントから発生する石炭灰で
ある。ＰＦＢＣ方式の発電所は、燃料である石炭を、圧力容器内に収容した流動床ボイラ
ーで、脱硫剤である石灰石（ＣａＣＯ3）と流動状態で燃焼させ、発生した高温・高圧の
蒸気により蒸気タービンを回して発電するとともに、ボイラーの排ガスによりガスタービ
ンを回して発電する方式である。ＰＦＢＣ灰は、従来のフライアッシュとは性質が異なり
ＣａＯが多く、ＳｉＯ2が少なく、自硬性を有するという特徴がある。
　ＰＦＢＣ灰とフライアッシュの成分、比表面積の例を表１に示す。
【００２０】
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【表１】

【００２１】
　ＰＦＢＣ灰の顕微鏡写真を図１（ａ）に示す。図１（ｂ）は対照のフライアッシュの顕
微鏡写真を示す。
【００２２】
　一方、近年化学的侵食によるコンクリート構造物の性能低下が問題となっており、その
対策として、表面保護工法が用いられている。そこで、本実験では、表面被覆材や断面修
復材へＰＦＢＣ灰の適用性を検討するため、強度および耐酸性試験を行った。
【００２３】
１．実験概要
１．１　使用材料及び配合
　セメントは、普通ポルトランドセメント（略号ＯＰＣ：密度３．１６ｇ／ｃｍ3，比表
面積３，２８０ｃｍ2／ｇ）、高炉セメントＢ種（略号ＢＣ：密度３．０２ｇ，／ｃｍ3，
比表面積３，９２０ｃｍ2／ｇ）、アルミナセメント（略号ＡＣ：密度３．０１ｇ／ｃｍ3

，比表面積４，７５０ｃｍ2／ｇ）を使用した。ＰＦＢＣ灰（略号Ｐ：密度２．６４ｇ／
ｃｍ3，比表面積４，２５０ｃｍ2／ｇ）をセメント代替として使用した。フライアッシュ
は、ＪＩＳII種（略号ＦＡ：密度２．２８ｇ／ｃｍ3，比表面積４，１８０ｃｍ2／ｇ）を
使用した。細骨材に海砂（Ｓ：表乾密度２．５８ｇ／ｃｍ3，吸水率０．９６％）を使用
した。混和剤は高性能ＡＥ減水剤（ＳＰ：高性能ＡＥ減水剤）を用いた。なお、アルミナ
セメントは早強性と化学的抵抗性に優れた特長を持っているため、本実験では結合材とし
て使用した。表２に本実験で使用した耐酸性モルタルの配合を示す。表中の配合名Ｐ５０
，Ｐ６０はＰＦＢＣ灰のセメントに対しての置換率を示しており、一般的な１：３（質量
比）モルタルを基本に、モルタルフロー値は１６０ｍｍで、水結合材比（Ｗ／Ｂ）を４０
％とした８種類の供試体を作製した。
【００２４】
【表２】

凡例



(6) JP 5408630 B2 2014.2.5

10

20

30

40

50

ＯＰＣ　　：セメント全量を普通ポルトランドセメント
ＢＣ　　　：セメント全量を高炉セメントＢ種
ＡＣ　　　：セメント全量をアルミナセメント
Ｐ－１００：セメント全量をＰＦＢＣ灰で置換
ＢＣ－Ｐ５０：ＢＣの５０％をＰＦＢＣ灰で置換
Ｗ　　　　：水
Ｂ　　　　：結合材
Ｓ　　　　：細骨材
ＦＡ　　　：フライアッシュ（細骨材代替）
ＳＰ　　　：高性能ＡＥ減水剤
【００２５】
１．２　実験方法
　耐酸性補修材の試験項目とそれぞれの目標値を表３に示す。圧縮強度試験および曲げ強
度試験は、水中養生した４×４×１６ｃｍの角柱供試体を用いてＪＩＳ　Ｒ　５２０１に
準拠して材齢７日，２８日で行った。耐酸性試験はφ７．５ｃｍ×１５ｃｍの円柱供試体
を用い、質量濃度５％硫酸水溶液に浸漬して行った。なお浸漬試験は、浸漬槽に供試体３
本ずつ適宜な間隔を取って供試体全体を浸漬し、溶液の交換周期を７日毎とした。
【００２６】
【表３】

【００２７】
　質量変化率の測定は１，３，７，１４，２１，２８日で行い、硫酸浸透深さの測定は、
浸漬終了した供試体の中央部をカッターにより切断し、切断面にフェノールフタレイン１
％溶液を噴霧して赤く呈色した範囲をノギスで測定した。
【００２８】
２．配合
　ＰＦＢＣ灰のモルタルに関して、フライアッシュを置換しない場合、流動性は安定しな
く、再現性が難しいため、フライアッシュを細骨材の質量に対して全て１０％置換してい
る。ＰＦＢＣ灰は、産業副産物であり、ＪＩＳで品質規格が設定されておらず、粒径も歪
なものが多く流動性改善効果が期待できない可能性が高いことから、利用に当たっては流
動性改善を図る必要性が生じた。流動性改善には、ＰＦＢＣ灰と同様の原料で相性的に高
いと判断され、コンクリートの流動性改善でも実績のあるフライアッシュをＰＦＢＣ灰モ
ルタルに適用した結果、流動性の安定が見られ、品質の安定が確認できた。
　フライアッシュを細骨材の一部に置換した理由について、図２より、混和したものＢＣ
－Ｐ５０、混和していないものＢＣ－Ｐ５０（ＦＡ０）では、混和したものの方が強度発
現性は良好な結果となっている。これは、図１から、ＰＦＢＣ灰は歪な形状のものが多く
、フライアッシュを混和しなければ、使用する細骨材の種類によっては強度の安定性を欠
き、充填性が悪いと判断された。このため、これら性状の安定を確保するためフライアッ
シュを利用した。細骨材の比率については後述するが、細骨材とフライアッシュの比率は
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質量比で９：１が好ましい。これ以上比率が大きいと粘度が高くなって施工性が悪くなる
。
【００２９】
３．室内試験結果
３．１　圧縮強度及び曲げ強度
　図２、図３に圧縮強度試験および曲げ強度試験結果を示す。これらの図より、Ｐ１００
単味で用いた場合は、材齢２８日で圧縮強度は３．２Ｎ／ｍｍ2であり自硬性を有するこ
とが確認された。ＢＣにＰＦＢＣ灰を４０％、５０％置換したＢＣ－Ｐ４０とＢＣ－Ｐ５
０の場合、初期材齢の圧縮強度はＯＰＣより小さいが、材齢２８日ではほぼ同等になるこ
とがわかる。しかし、ＰＦＢＣ灰を６０％置換したＢＣ－Ｐ６０の場合は、高炉セメント
の含有量が少ないため、水和反応が疎かになり強度発現が遅延したと考えられる。これよ
り、ＰＦＢＣ灰を用いて汎用性のある材料と組み合わせることで、副産物の有効利用を含
めた環境負荷低減を最大限に引き出すことを含めて、目標強度を満足させるためにはＰＦ
ＢＣ灰の置換率を５０％以下とする必要がある。
　一方、アルミナセメントを使用した配合では、材齢の経過とともに強度が低下する傾向
にあった。この要因としては、結晶転移が生じて結晶粒子間の空隙が増加し硬化体が多孔
質となって強度が低下するためと考えられる。また、ＰＦＢＣ灰を置換した配合では、Ｂ
Ｃと同様、ＰＦＢＣ灰の置換率を増加すると強度が小さくなる傾向にあった。
　強度の安定的な伸び、初期強度の確保、基準強度の確保、およびセメントの汎用性、経
済性等を考慮すると、強度面ではＢＣ－Ｐ４０とＢＣ－Ｐ５０の組合せ（ＰＦＢＣ灰の置
換率を４０％～５０％）が良好と判断される。
【００３０】
　図４、図５に水結合材比（Ｗ／Ｂ）と圧縮強度試験および曲げ強度試験結果を示す。な
お、耐酸性モルタルのＰＦＢＣ灰置換率は５０％を基本とした。
　水結合材比が４５％より大きくなると圧縮強度が目標強度を下回る結果となった。また
、４２％より小さくなると、強度確保は可能であるものの、粘性が著しく強くなり、目標
とするフレッシュ性状でのモルタルフロー値で１６０ｍｍ以上に調整できなかった。この
ため水結合材比として４２％～４５％の範囲が最適となった。
【００３１】
　図６、図７に細骨材セメント比（Ｓ／Ｃ）と圧縮強度試験および曲げ強度試験結果を示
す。なお、耐酸性モルタルのＰＦＢＣ灰置換率は５０％を基本とした。
　細骨材セメント比は、３．０は良好な結果が出ることが確認でき、予備試験でこれより
大きくなると目標強度を確保するのが困難であった。このため、良好な強度発現性を期待
しつつ、細骨材セメント比で粉体（セメント類）をどの程度まで増やすことが可能か検討
した。細骨材セメント比が２．０以下になると、粘性が強く、ミキサ撹拌も容易でなくな
る傾向を示し、目標の強度性状を確保でき、ミキサ撹拌が可能な最小値は２．２程度であ
るが、施工性を勘案すると２．６程度の確保が要求される。このため砂セメント比は２．
２～３．０の範囲であるが好ましくは２．６～３．０の範囲と判断される。
【００３２】
３．２　耐酸性試験のうち質量変化率
　図８に５％硫酸水溶液に浸漬した供試体の質量変化率を示す。浸漬期間２８日終了時で
目標値の質量変化率±１０％を満足できたのは、ＢＣ－Ｐ４０、ＢＣ－Ｐ５０、ＢＣ－Ｐ
６０、ＡＣ、Ｐ－１００の５配合であった。９配合ともモルタル表面の剥落の程度は異な
っており、質量変化率はＡＣ－Ｐ６０が最も大きく、次いでＯＰＣ、ＡＣ－Ｐ５０の順と
なった。使用したセメントの種類による影響では、高炉セメントＢ種を使用したＢＣは目
標値を満たせなかったがＢＣ－Ｐ４０、ＢＣ－Ｐ５０、ＢＣ－Ｐ６０は満足することがで
きた。一般的な硫酸劣化のメカニズムは、セメント水和物であるＣａ（ＯＨ）2と硫酸イ
オンＳＯ3との反応により石膏ＣａＳＯ4・２Ｈ2Ｏが生成され、その石膏がセメント化合
物のＣ3Ａ（アルミン酸三カルシウム）と反応し、膨張性のエトリンガイトを生成して破
壊に至ると言われている。このため、セメント水和物の生成量が少ないＢＣ－Ｐ４０、Ｂ
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Ｃ－Ｐ５０、ＢＣ－Ｐ６０は硫酸劣化が抑制されたと考えられる。次に、アルミナセメン
トを使用した配合では、ＡＣ単味では目標値を満足することができたが、ＡＣに対してＰ
ＦＢＣ灰の置換率が増加すると、質量変化率もそれに伴って減少する結果となった。これ
は、ＡＣがアルミン酸カルシウムを主要鉱物としていることから、化学抵抗性を有してい
るためと考えられる。また、ＰＦＢＣ灰はセメントを使用せず、Ｃａ（ＯＨ）2生成量も
少ないためＰ－１００も目標値を満足したと考えられる。
　また、図９に別途実施した砂セメント比と水結合材比を変えた結果も合わせて示す。
　砂セメント比２．６～３．０、水結合材比４２％～４５％であれば、ほぼ同様な耐酸性
が期待できる結果となった。
【００３３】
３．３　耐酸性試験のうち硫酸浸透深さ
　図１０に耐酸性試験のうち硫酸浸透深さの結果を示す。硫酸浸透深さは、侵食深さと、
中性化領域を合わせた深さであり、材齢２８日で硫酸浸透深さが、ＯＰＣより大きい配合
が、Ｐ－１００とＡＣ－Ｐ６０となり、ＡＣ－Ｐ５０もＯＰＣと同程度であった。セメン
ト単独使用のＢＣ、ＡＣは、ＯＰＣの半分以下程度となり、さらに高炉セメントＢ種にＰ
ＦＢＣ灰を置換したＢＣ－Ｐ６０、ＢＣ－Ｐ５０は硫酸浸透深さが小さく、特にＢＣ－Ｐ
５０は全てのモルタルの中で最も硫酸浸透深さが小さく、ＯＰＣの１／５以下となり硫酸
劣化に対して高い効果があることが確認された。この結果、耐酸モルタルの条件を満足す
るモルタル配合は、ＢＣ－Ｐ５０とＢＣ－Ｐ６０のみであった。
　ＰＦＢＣ灰を置換したいずれの配合もセメントの組合せによって侵食と中性化のパター
ンが異なることが実験的に確認され、この両方のバランスとしてＢＣ－Ｐ５０が最も硫酸
浸透深さを抑制できることが確認された。
　図１１に別途実施した砂セメント比と水結合材比を変えた結果も合わせて示す。砂セメ
ント比に関わらず水結合材比が４５％では目標値を若干外れる結果となった。この結果、
水結合材比は４２％程度が最も良好であることが確認できる。
【００３４】
３．４　ＰＦＢＣ灰の硫酸劣化に対する有効性
（１）　ＥＰＭＡ分析
　図１２にＢＣ－Ｐ５０のＥＰＭＡ結果を示す。モルタルの硫酸劣化は水酸化カルシウム
Ｃａ（ＯＨ）2と硫酸イオンＳＯ3の反応で石膏ＣａＳＯ4・２Ｈ2Ｏを生成し、その石膏が
Ｃ3Ａ（アルミン酸三カルシウム）と更に反応して膨張性のエトリンガイトを生成し、こ
の膨張圧で硫酸劣化を起こすものである。ＢＣ－Ｐ５０は図１２のように石膏が生成した
にも関わらず侵食が軽微であった要因としては、水酸化カルシウムがＯＰＣ、ＢＣよりも
少ないこと、さらにＰＦＢＣ灰で置換したことでポゾラン反応による水酸化カルシウムが
消費することに加えて、後述する細孔構造の結果からＢＣに比べて細孔空隙量が多いこと
から、侵食を生じるような膨張圧に至らなかったことが考えられる。
【００３５】
（２）　細孔径分布
　図１３に細孔径分布試験結果を示す。ＰＦＢＣ灰の置換率を大きくするほど細孔容積が
大きくなり、ＰＦＢＣ灰の利用・置換によって細孔構造が緻密になるものでなく疎となっ
ている。
　この緻密さと硫酸劣化の関係について、図１４と図１５に総細孔量と硫酸侵食速度の関
係、総細孔量と硫酸浸透速度の関係を示す。侵食速度と総細孔量の間には相関は認められ
ず、総細孔量と硫酸浸透速度の係数はＰＦＢＣ灰を置換していない配合は一次の高相関関
係が認められるものの、ＰＦＢＣ灰を置換した配合は明瞭でない。これにより、細孔量は
硫酸浸透に及ぼす影響因子の一つである可能性が高いものの、ＰＦＢＣ灰を置換した配合
においてはこれに該当しない可能性が高い。ＰＦＢＣ灰のモルタル配合は特有の性質を有
しており、最適な置換率が存在する可能性が高く、強度特性、耐酸性等の結果よりＢＣ－
Ｐ５０が現状で最適である結果となった。すなわち、ＰＦＢＣ灰を出来るだけ用いたいと
いう考えの中ではＢＣ－Ｐ５０が最適となる。
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４．まとめ
　この硫酸劣化（膨張圧）に対応するためには、水酸化カルシウムの生成量だけでなく、
細孔構造（細孔空隙量）も影響することが明らかとなった。本実験では汎用性の高いセメ
ントとＰＦＢＣ灰と組合せることを前提に、表３に示す目標の強度、耐酸性における質量
変化率および硫酸浸透深さの条件を満足し、高炉セメントに対してＰＦＢＣ灰を５０％置
換し、ＰＦＢＣ灰１００質量部に対して、高炉セメントＢ種９５～１０５質量部、フライ
アッシュ３６～５３質量部、細骨材３９６～５４０質量部としたものは、耐酸性（ポリマ
ーセメント）モルタルと同等の性能を持った耐酸性補修モルタルといえる。耐酸性モルタ
ルの品質条件に対して、ＰＦＢＣ灰を１００％置換したモルタル配合（Ｐ－１００）は、
侵食がほとんどないものの、硫酸浸透深さがＯＰＣよりも大きくなった。高炉セメントＢ
種と組み合わせたＢＣ－Ｐ５０は侵食深さも小さく、硫酸浸透深さもＯＰＣの１／５以下
（硫酸浸漬２８日）となり、硫酸劣化に対してＰＦＢＣ灰を用いたことで高耐久なモルタ
ル配合となった。
【００３７】
５．現場施工試験
５．１　施工試験の概要
　現場施工試験により、ＰＦＢＣ灰モルタルの「耐酸性補修材」（防食被覆・断面修復材
）としての有効性を確保するとともに、良好な施工性を有する配合検討を実施した。その
配合を用いて現場施工試験を行い、左官工による作業性の確認等に関する基礎データの収
集を行った。
【００３８】
５．２　施工試験の結果
　ＢＣ－Ｐ５０の配合において、Ｗ／Ｂ＝４８％以下では、耐酸性の品質基準を満足する
配合になることが確認できた。
　室内試験では、Ｗ／Ｂ４０％、モルタルフロー値１６０ｍｍと設定していたものの、施
工試験では良好な施工性が得られないことが確認された。左官工による実作業性を考慮し
た結果、施工性の面で推奨するＷ／Ｂの範囲として４６％～４８％の範囲となり、このと
きのモルタルフロー値は１８０ｍｍ～２００ｍｍ程度の範囲となった。
　上記について、ＰＦＢＣ灰モルタルは粘性が強く、通常のモルタルのような垂れが少な
いため、ある程度フロー値を大きくしても、垂れる心配がない。逆に施工性を向上するた
めの流動性を確保するために、Ｗ／Ｂ、モルタルフロー値とも大きくする必要がある。
　Ｗ／Ｂ４６％～４８％の範囲、モルタルフロー値１８０ｍｍ～２００ｍｍの範囲におけ
るＰＦＢＣ灰モルタルは、下水道基準に比して、曲げ強度、圧縮強度、耐酸性、硫酸浸透
深さに関して条件をクリアした。
　付着強度はポリマーセメントと同程度を確保するとともに、通常の補修材と同様にプラ
イマー処理を実施した方が付着強度も強いことを確認した。
【００３９】
５．３　現場施工試験
　表４に施工性評価結果を示す。Ｗ／Ｂ＝４６％、４８％の配合において、現場施工試験
を実施した結果、品質、施工および付着性に問題がないことを確認した。
【００４０】
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【表４】

※１：ＢＣは高炉セメントＢ種、ＯＰＣは普通ポルトランドセメント
※２：品質基準について
　　　○：表３の目標を満足したもの
　　　△：設計基準強度(２４Ｎ／ｍｍ2)以上あり補修材料としての強度を満足するもの
　　　×：表３の目標を満足しないもの
※３：施工性について（左官作業聞き取りを通じて）
　　　○：ポリマーセメントと同等以上の施工性を確保したもの
　　　×：補修材としての施工性が確保できないもの
※４：付着強度について（日本道路公団ＪＨＳ３１９参照）
　　　○は１．０Ｎ／ｍｍ2以上を確保したもの
　　　×は１．０Ｎ／ｍｍ2以上を確保しないもの
【００４１】
　試験施工に携わった左官工からは、ポリマーセメントモルタルに比べて適度な粘性で施
工がしやすく、また、垂れが少なく厚塗りが可能である等のコメントを得た。（通常２０
ｍｍの補修厚さでは１０ｍｍずつ２回に分けるが１回でできる）
　ここで、ＰＦＢＣ灰を基準にして、高炉セメントＢ種、細骨材、フライアッシュ、水の
比率を変えた場合の施工性の評価を表５に示す。
【００４２】
【表５】
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【００４３】
　以上の評価から、施工性が良好である範囲は、ＰＦＢＣ灰を１００質量部として、高炉
セメントＢ種ＢＣは略等量、細骨材Ｓは好ましくは３９６～５４０質量部、フライアッシ
ュＦＡは３６～５３質量部、水Ｗは８４～９６質量部という結果が得られた。
【００４４】
６．環境負荷低減効果（ＣＯ2削減効果）
　ＣＯ2削減効果について、ＰＦＢＣ灰はフライアッシュと同様の石炭灰であり、ＣＯ2排
出原単位は表６のフライアッシュと同様である。
　ＰＦＢＣ灰モルタルのＣＯ2削減効果について、表７の配合を基に検討した結果を表８
と図１８に示す。
　この結果より、産業副産物であるＰＦＢＣ灰の利用率が多いほどＣＯ2削減効果が高く
、環境負荷低減効果が高い配合となることが確認できる。
【００４５】
【表６】

【００４６】
【表７】

【００４７】
【表８】

【００４８】
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７．耐遮塩性試験
７．１　耐遮塩性効果の検証試験の概要
　室内試験、現地暴露試験により、ＰＦＢＣ灰モルタルの「耐遮塩性補修材」（防食被覆
・断面修復材）としての有効性に関する検討を実施した。
【００４９】
７．２　室内試験の結果
（１）　試験方法
　表９の配合にて試験を実施した。
　電気泳動試験は、２８日間の水中養生を行ったφ１０×５ｃｍの円柱供試体を用いてＪ
ＳＣＥ－Ｇ５７１に準じて行い実効拡散係数で評価した。
【００５０】
【表９】

【００５１】
（２）試験の結果
　図１７の耐久性上問題となる塩化物イオンの移動を示す実効拡散係数は、ＢＣ－Ｐ５０
，ＢＣ，ＯＰＣの順に大きくなる。ＢＣ－Ｐ５０は、ＯＰＣの１／２程度、ＢＣの３／４
程度を示した。このことから、ＰＦＢＣ灰モルタルは塩害劣化で問題となる自由塩化物イ
オンに対する抵抗性を有していることが分かった。
【００５２】
７.３　現地暴露試験
（１）試験方法
　実塩害環境下において２年間浸漬暴露試験を実施した。ＢＣ－Ｐ５０（ＰＦＢＣ灰モル
タル配合）と比較として、従来耐遮塩性効果が高いとされるＢＣ（結合材に高炉セメント
のみを使用したモルタル配合）と、標準のモルタルＯＰＣ(結合材に普通ポルトランドセ
メントのみを使用したモルタル配合)で実施した。
　評価手法としては、ＥＰＭＡ分析による塩素イオン濃度（Ｃｌ-）の測定を実施した。
　図１６に２年間浸漬暴露した試験体のEPMA分析結果を示す。
　塩分（Ｃｌ）について、ＢＣ－Ｐ５０の浸透深さが７ｍｍであるのに対して、ＯＰＣが
１２ｍｍ、ＢＣが１０ｍｍまでの深さの範囲で高い濃度の分布が認められた。また、塩分
の浸透状況は、ＢＣ－Ｐ５０が２～３ｍｍの浸透深さの位置を中心に内部方向に向かって
濃度が低くなるのに対して、ＯＰＣ、ＢＣとも１ｍｍ程度の浸透深さの位置を中心に濃度
が低くなっている。このことから、ＰＦＢＣ灰を用いたＢＣ－Ｐ５０は他の配合に比べて
遮塩性が高く、特に耐遮塩性に効果が高いとされる高炉セメントよりも良好な耐遮塩性効
果が認められた。
【産業上の利用可能性】
【００５４】
　本発明は、加圧流動床燃焼方式の発電設備から排出されるＰＦＢＣ灰の有効利用を図り
、耐酸性および施工性に優れた補修材として、下水道や温泉地帯等の設備の補修分野に好
適に利用することができる。
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